
２川健生自第２４２３号

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日

川崎市生活困窮者就労訓練事業の認定に係る運用マニュアル 

１ 目的

  このガイドラインは、生活困窮者就労訓練事業（以下「就労訓練事業」と

いう。）の認定・実施について、生活困窮者自立支援法（平成 25年法律第
105号。以下「法」という。）、生活困窮者自立支援法施行規則（平成 27年
厚生労働省告示第 16号、以下「規則」という。）、生活困窮者自立支援法に
基づく認定就労訓練事業の実施に関するガイドライン（平成 30年 10月１日
付け社援発 1001第２号厚生労働省社会・援護局長通知、以下「ガイドライ
ン」という。）、川崎市生活困窮者就労訓練事業認定要綱（以下「要綱」とい

う。）を補足する事項を定め、就労訓練事業の適正な実施を確保することを

目的とする。

２ 定義

「自立相談支援機関」とは、法に基づく自立相談支援事業を行う者をい

う。

３ 認定にあたっての確認事項

  市は、就労訓練事業の認定にあたって、次の事項について確認を行う。

（１） 法人格を有すること（規則第 21条第１号イ）
  ア 確認書類

   （ア） 生活困窮者就労訓練事業認定申請書（規則様式第２号、以下

「申請書」という。）

（イ） 登記事項証明書（要綱第３条第１項第１号）

（２） 就労訓練事業を健全に遂行するに足りる施設、人員及び財政基盤を

有すること（規則第 21条第１号ロ）
 ア 施設について

  （ア） 確認書類

    ａ 事業所の面積が分かる平面図（要綱第３条第１項第２号）

    ｂ 事業で使用する部屋・場所の写真（要綱第３条第１項第２号）

イ 人員について

  （ア） 確認書類

申請事業所の正規職員の勤務時間に係る書類（要綱第３条第１項

第５号）

   （イ） 確認事項

厚生労働省「時間外労働の限度に関する基準」（労働基準法第 36



条第２項（昭和 22年４月７日法律第 49号））を大幅に超過してお
らず、受入れる生活困窮者が労働力の代替とされないか。

  ウ 財政的基盤について

   （ア） 確認書類

     貸借対照表もしくは収支計算書にあたる書類（要綱第３条第１項

第２号）

（３） 自立相談支援機関のあっせんに応じ生活困窮者を受け入れること（規

則第 21条第１号ハ）
  ア 確認書類

    誓約書（要綱第３条第１項第４号、要綱第１号様式）

（４） 就労訓練事業の実施状況に関する情報の公開について必要な措置を講

ずること（規則第 21条第１号ニ）
  ア 確認書類

    誓約書（再掲）

（５）法人やその役員が欠格要件に該当しないこと（規則第 21条第１号
ホ）

  ア 確認書類

（ア） 役員名簿（要綱第３条第１項第３号）

（イ） 誓約書（再掲）

（６） 就労支援等に関する責任者（以下「責任者」という。）を配置するこ

と（規則第 21条第２号イ）
  ア 確認書類

   （ア） 申請書（再掲）

   （イ） 誓約書（再掲）

（７） 就労訓練事業を利用する生活困窮者の安全衛生その他の作業条件に

ついて、労働基準法等の規定に準ずる取扱いをすること（規則第 21条
第３号）

  ア 確認書類

   （ア） 事業所の面積が分かる平面図（再掲）

   （イ） 事業で使用する部屋・場所の写真（再掲）

   （ウ） 誓約書（再掲）

    イ 確認事項

   （ア） 上記ア（ア）・（イ）に基づき市職員の実地調査によって確認を

行う。

（８） 就労訓練事業を利用する生活困窮者に係る災害が発生した場合の補償

のために、必要な措置を講ずること（規則第 21条第４号）



  ア 確認書類

   （ア） 誓約書（再掲）

４ 認定の専決区分 

（１） 申請・廃止・取消

  健康福祉局長決裁

（２） 変更

  健康福祉局生活保護・自立支援室長決裁

５ 認定・不認定通知書の通知 

（１） 認定通知書（要綱第２号様式）

「３ 認定にあたっての確認事項」に適合している場合、決裁後、認

定通知書を通知する。

（２） 不認定通知書（要綱第３号様式）

 「３ 認定にあたっての確認事項」に適合していない場合、決裁後、

不認定通知書を通知する。

６ 認定就労訓練事業における生活困窮者の受入について 

  就労訓練事業の認定後、生活困窮者の受入れ及び訓練の実施については、

次の事項を目安とする。 

 （１） 訓練期間 

  ア 雇用型について 

    概ね３～６か月（更新有） 

  イ 非雇用型について 

    最大１か月（原則更新無） 

（２） 訓練状況のフォローアップの目安 

  ア 開始１か月 

   （ア） 認定就労訓練事業者 １週間に１回 

   （イ） 自立相談支援機関  ２週間に１回 

  イ それ以降 

   （ア） 認定就労訓練事業者 ２週間に１回 

   （イ） 自立相談支援機関  １か月に１回 

（３）訓練の流れ 

  ア 自立相談支援機関が、事業の利用について雇用型・非雇用型及びその

訓練期間を決定したうえで、認定就労訓練事業者に対して生活困窮者



（以下「対象者」という。）受入れの提案を行う。 

  イ 規則第 21条第２号イに定める責任者（以下「責任者」という。）が必
要とした場合、対象者に対し、一週間の範囲で体験受入を行う。 

  ウ 責任者は、就労支援計画（就労支援プログラム）を策定するととも

に、対象者と協議のうえ、対象者の訓練期間中の個別目標を作成する。 

  エ 責任者は、自立相談支援機関が行う支援調整会議に参加し、就労支援

計画の写し及び自己点検表の写しを提出のうえ、その内容について自立

相談支援機関の確認を受ける。 

  オ 自立相談支援機関は、支援調整会議で確定した支援プランを川崎市長

に提出する。 

  カ 川崎市長は、支援調整会議で確定した支援プランに基づいて、認定就

労訓練事業の利用決定を行い、本事業が利用可能になった対象者（以下

「利用者」という。）に支援提供通知書（別紙１）を通知する。 

  キ 認定就労訓練事業者は、対象者と雇用契約を取り交わす。なお、非雇

用型の場合は、就労訓練事業についての確認書（別紙２）を取り交わ

す。 

  ク 責任者は、訓練期間修了後、策定した就労支援プログラム及び考課結

果、自己点検表を用いて、本人とフォローアップ面接を行う。 

７ その他 

  令和元年５月１日付け 31 川健生自第 756 号「川崎市生活困窮者就労訓練

事業の認定に係る運用マニュアル」は廃止する。 


